
 

市川市介護予防・日常生活支援総合事業の第１号訪問事業及び第１号通所事

業に係る人員、設備及び運営並びに第１号訪問事業及び第１号通所事業に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部を改正する基準をこ

こに公布する。 

  平成２９年３月１日 
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市川市告示第２３号 

市川市介護予防・日常生活支援総合事業の第１号訪問事業及び第

１号通所事業に係る人員、設備及び運営並びに第１号訪問事業及

び第１号通所事業に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準の一部を改正する基準 

市川市介護予防・日常生活支援総合事業の第１号訪問事業及び第１号通所事

業に係る人員、設備及び運営並びに第１号訪問事業及び第１号通所事業に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成２８年４月１日施行）

の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線

で示すように改正する。

改   正   前 改   正   後 

 

目次 

第１章～第４章 （略） 

第５章 指定第１号通所事業 

第１節 基本方針（第４４条） 

第２節 人員に関する基準（第４５

条・第４６条） 

第３節 設備に関する基準（第４７条） 

第４節 運営に関する基準（第４８条

－第５５条） 

 

目次 

第１章～第４章 （略） 

第５章 指定第１号通所事業 

第１節 介護予防通所型サービス事業 

第１款 基本方針（第４４条） 

第２款 人員に関する基準（第４５

条・第４６条） 

第３款 設備に関する基準（第４７

条） 



 

第５節 介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準（第５６

条－第５９条） 

 

 

   

 

 

附則 

 

第２章 指定に係る申請者の資格 

第３条 指定を受けようとする者は、次に

掲げる要件の全てを満たす者とする。 

 ⑴～⑹ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 指定第１号通所事業 

第１節 基本方針 

 

第４款 運営に関する基準（第４８

条－第５５条） 

第５款 介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準

（第５６条－第５９条） 

第２節 指定基準緩和通所型サービス

事業に関する基準（第６０条

－第６３条） 

附則 

 

第２章 指定に係る申請者の資格 

第３条 指定を受けようとする者は、次に

掲げる要件の全てを満たす者とする。 

 ⑴～⑹ （略） 

⑺ 労働者の募集について、雇用対策法

（昭和４１年法律第１３２号）第１０

条の規定に違反していないこと。 

 ⑻ 第６０条第１項に規定する指定基準

緩和通所型サービス事業者の指定にあ

っては、法第８条第１項に規定する居

宅サービス（同条第１２項に規定する

福祉用具貸与及び同条第１３項に規定

する特定福祉用具販売を除く。）、同条

第１４項に規定する地域密着型サービ

ス、同条第２４項に規定する居宅介護

支援、同条第２６項に規定する施設サ

ービス、法第８条の２第１項に規定す

る介護予防サービス（同条第１０項に

規定する介護予防福祉用具貸与及び同

条第１１項に規定する特定介護予防福

祉用具販売を除く。）、同条第１２項に

規定する地域密着型介護予防サービ

ス、同条第１６項に規定する介護予防

支援、第１号訪問事業若しくは第４４

条に規定する介護予防通所型サービス

（第６１条第２項において「居宅サー

ビス等」という。）を実施していること

又は実施していたことがあること。 

 

第５章 指定第１号通所事業 

第１節 介護予防通所型サービス

事業 



 

   

第４４条 指定第１号通所事業は、その利

用者が可能な限りその居宅において、自

立した日常生活を営むことができるよ

う、必要な日常生活上の支援及び機能訓

練を行うことにより、利用者の心身機能

の維持回復を図り、もって利用者の生活

機能の維持又は向上を目指すものでなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 人員に関する基準 

       

（従業者の員数） 

第４５条 指定第１号通所事業者が指定第

１号通所事業所ごとに置くべき従業者

（第４節において「指定第１号通所事業

従業者」という。）の員数は、次のとおり

とする。 

 

 

⑴ 生活相談員 指定第１号通所事業に

係るサービスの提供日ごとに、指定第

１号通所事業に係るサービスを提供し

ている時間帯に生活相談員（専ら当該

指定第１号通所事業に係るサービスの

提供に当たる者に限る。）が勤務してい

る時間数の合計を当該指定第１号通所

事業に係るサービスを提供している時

間帯の時間数で除して得た数が１以上

確保されるために必要と認められる数 

 

 

⑵ 看護師又は准看護師（以下この条に

おいて「看護職員」という。） 指定第

１号通所事業に係るサービスの単位ご

とに、専ら当該指定第１号通所事業に

第１款 基本方針 

第４４条 規則別表第１号通所事業の項第

１号に規定する事業（以下「介護予防通

所型サービス事業」という。）を行う者と

して指定を受けた者（以下「指定介護予

防通所型サービス事業者」という。）が行

う当該指定に係る介護予防通所型サービ

ス事業（以下「指定介護予防通所型サー

ビス事業」という。）は、その利用者が可

能な限りその居宅において、自立した日

常生活を営むことができるよう、必要な

日常生活上の支援及び機能訓練を行うこ

とにより、利用者の心身機能の維持回復

を図り、もって利用者の生活機能の維持

又は向上を目指すものでなければならな

い。 

      

第２款 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第４５条 指定介護予防通所型サービス事

業者が指定介護予防通所型サービス事業

を行う事業所（以下「指定介護予防通所

型サービス事業所」という。）ごとに置く

べき従業者（第４款において「指定介護

予防通所型サービス事業従業者」とい

う。）の員数は、次のとおりとする。 

⑴ 生活相談員 指定介護予防通所型サ

ービス事業に係るサービスの提供日ご

とに、指定介護予防通所型サービス事

業に係るサービスを提供している時間

帯に生活相談員（専ら当該指定介護予

防通所型サービス事業に係るサービス

の提供に当たる者に限る。）が勤務して

いる時間数の合計を当該指定介護予防

通所型サービス事業に係るサービスを

提供している時間帯の時間数で除して

得た数が１以上確保されるために必要

と認められる数 

⑵ 看護師又は准看護師（以下この条に

おいて「看護職員」という。） 指定介

護予防通所型サービス事業に係るサー

ビスの単位ごとに、専ら当該指定介護



 

係るサービスの提供に当たる看護職員

が１以上確保されるために必要と認め

られる数 

⑶ 介護職員 指定第１号通所事業に係

るサービスの単位ごとに、当該指定第

１号通所事業に係るサービスを提供し

ている時間帯に介護職員（専ら当該指

定第１号通所事業に係るサービスの提

供に当たる者に限る。）が勤務している

時間数の合計数を当該指定第１号通所

事業に係るサービスを提供している時

間数（次項において「提供単位時間数」

という。）で除して得た数が利用者（当

該指定第１号通所事業者が指定通所介

護事業者（指定居宅サービス等基準第

９３条第１項に規定する指定通所介護

事業者をいう。以下同じ。） の指定を

併せて受け、かつ、指定第１号通所事

業と指定通所介護（指定居宅サービス

等基準第９２条に規定する指定通所介

護をいう。以下同じ。） の事業とが同

一の事業所において一体的に運営され

ている場合にあっては、当該事業所に

おける指定第１号通所事業に係るサー

ビス又は指定通所介護の利用者。以下

この節及び次節において同じ。）の数が

１５人までの場合にあっては１以上、

利用者の数が１５人を超える場合にあ

っては１５人を超える部分の数を５で

除して得た数に１を加えた数以上確保

されるために必要と認められる数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予防通所型サービス事業に係るサービ

スの提供に当たる看護職員が１以上確

保されるために必要と認められる数 

⑶ 介護職員 指定介護予防通所型サー

ビス事業に係るサービスの単位ごと

に、当該指定介護予防通所型サービス

事業に係るサービスを提供している時

間帯に介護職員（専ら当該指定介護予

防通所型サービス事業に係るサービス

の提供に当たる者に限る。）が勤務して

いる時間数の合計数を当該指定介護予

防通所型サービス事業に係るサービス

を提供している時間数（次項において

「提供単位時間数」という。）で除して

得た数が利用者（当該指定介護予防通

所型サービス事業者が指定通所介護事

業者（指定居宅サービス等基準第９３

条第１項に規定する指定通所介護事業

者をいう。以下同じ。）又は指定地域密

着型通所介護事業者（指定地域密着型

サービスの事業の人員、設備及び運営

に関する基準（平成１８年厚生労働省

令第３４号。以下「地域密着型サービ

ス基準省令」という。）第２０条第１項

に規定する指定地域密着型通所介護事

業者をいう。以下同じ。）の指定を併せ

て受け、かつ、指定介護予防通所型サ

ービス事業と指定通所介護（指定居宅

サービス等基準第９２条に規定する指

定通所介護をいう。以下同じ。）又は指

定地域密着型通所介護（地域密着型サ

ービス基準省令第１９条に規定する指

定地域密着型通所介護をいう。以下同

じ。）の事業とが同一の事業所において

一体的に運営されている場合にあって

は、当該事業所における指定介護予防

通所型サービス事業に係るサービス、

指定通所介護又は指定地域密着型通所

介護の利用者。以下この款及び次款に

おいて同じ。）の数が１５人までの場合

にあっては１以上、利用者の数が１５

人を超える場合にあっては１５人を超



 

 

 

 

⑷ （略） 

２ 当該指定第１号通所事業所の利用定員

（当該指定第１号通所事業所において同

時に指定第１号通所事業に係るサービス

の提供を受けることができる利用者の数

の上限をいう。以下同じ。）が１０人以下

である場合にあっては、前項の規定にか

かわらず、看護職員及び介護職員の員数

を、指定第１号通所事業に係るサービス

の単位ごとに、当該指定第１号通所事業

に係るサービスを提供している時間帯に

看護職員又は介護職員（いずれも専ら当

該指定第１号通所事業に係るサービスの

提供に当たる者に限る。）が勤務している

時間数の合計数を提供単位時間数で除し

て得た数が１以上確保されるために必要

と認められる数とすることができる。 

 

 

３ 指定第１号通所事業者は、指定第１号

通所事業に係るサービスの単位ごとに、

第１項第３号の介護職員（前項の適用を

受ける場合にあっては、同項の看護職員

又は介護職員。次項及び第７項において

同じ。）を、常時１人以上当該指定第１号

通所事業に従事させなければならない。 

 

 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわら

ず、介護職員は、利用者の処遇に支障が

ない場合は、他の指定第１号通所事業に

係るサービスの単位の介護職員として従

事することができるものとする。 

 

５ 前各項の指定第１号通所事業に係るサ

ービスの単位は、指定第１号通所事業に

係るサービスであってその提供が同時に

１又は複数の利用者に対して一体的に行

われるものをいう。 

える部分の数を５で除して得た数に１

を加えた数以上確保されるために必要

と認められる数 

⑷ （略） 

２ 当該指定介護予防通所型サービス事業

所の利用定員（当該指定介護予防通所型

サービス事業所において同時に指定介護

予防通所型サービス事業に係るサービス

の提供を受けることができる利用者の数

の上限をいう。以下同じ。）が１０人以下

である場合にあっては、前項の規定にか

かわらず、看護職員及び介護職員の員数

を、指定介護予防通所型サービス事業に

係るサービスの単位ごとに、当該指定介

護予防通所型サービス事業に係るサービ

スを提供している時間帯に看護職員又は

介護職員（いずれも専ら当該指定介護予

防通所型サービス事業に係るサービスの

提供に当たる者に限る。）が勤務している

時間数の合計数を提供単位時間数で除し

て得た数が１以上確保されるために必要

と認められる数とすることができる。 

３ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、指定介護予防通所型サービス事業に

係るサービスの単位ごとに、第１項第３

号の介護職員（前項の適用を受ける場合

にあっては、同項の看護職員又は介護職

員。次項及び第７項において同じ。）を、

常時１人以上当該指定介護予防通所型サ

ービス事業に従事させなければならな

い。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわら

ず、介護職員は、利用者の処遇に支障が

ない場合は、他の指定介護予防通所型サ

ービス事業に係るサービスの単位の介護

職員として従事することができるものと

する。 

５ 前各項の指定介護予防通所型サービス

事業に係るサービスの単位は、指定介護

予防通所型サービス事業に係るサービス

であってその提供が同時に１又は複数の

利用者に対して一体的に行われるものを



 

 

６ 第１項第４号の機能訓練指導員は、日

常生活を営むのに必要な機能の減退を防

止するための訓練を行う能力を有する者

とし、当該指定第１号通所事業所の他の

職務に従事することができるものとす

る。 

７ （略） 

８ 指定第１号通所事業者が指定通所介護

事業者 の指定を併せて受け、かつ、指

定第１号通所事業と指定通所介護 の事

業とが同一の事業所において一体的に運

営されている場合については、指定居宅

サービス等基準第９３条第１項から第７

項まで に規定する人員に関する基準を

満たすことをもって、前各項に規定する

基準を満たしているものとみなすことが

できる。 

 

 

 

（管理者） 

第４６条 指定第１号通所事業者は、指定

第１号通所事業所ごとに専らその職務に

従事する常勤の管理者を置かなければな

らない。ただし、指定第１号通所事業所

の管理上支障がない場合は、当該指定第

１号通所事業所の他の職務に従事し、又

は同一敷地内にある他の事業所、施設等

の職務に従事することができるものとす

る。 

 

第３節 設備に関する基準 

   

第４７条 指定第１号通所事業所は、食堂、

機能訓練室、静養室、相談室及び事務室

を有するほか、消火設備その他の非常災

害に際して必要な設備並びに指定第１号

通所事業に係るサービスの提供に必要な

その他の設備及び備品等を備えなければ

ならない。 

２ （略） 

いう。 

６ 第１項第４号の機能訓練指導員は、日

常生活を営むのに必要な機能の減退を防

止するための訓練を行う能力を有する者

とし、当該指定介護予防通所型サービス

事業所の他の職務に従事することができ

るものとする。 

７ （略） 

８ 指定介護予防通所型サービス事業者が

指定通所介護事業者又は指定地域密着型

通所介護事業者の指定を併せて受け、か

つ、指定介護予防通所型サービス事業と

指定通所介護又は指定地域密着型通所介

護の事業とが同一の事業所において一体

的に運営されている場合については、指

定居宅サービス等基準第９３条第１項か

ら第７項まで又は地域密着型サービス基

準省令第２０条第１項から第８項までに

規定する人員に関する基準を満たすこと

をもって、前各項に規定する基準を満た

しているものとみなすことができる。 

（管理者） 

第４６条 指定介護予防通所型サービス事

業者は、指定介護予防通所型サービス事

業所ごとに専らその職務に従事する常勤

の管理者を置かなければならない。ただ

し、指定介護予防通所型サービス事業所

の管理上支障がない場合は、当該指定介

護予防通所型サービス事業所の他の職務

に従事し、又は同一敷地内にある他の事

業所、施設等の職務に従事することがで

きるものとする。 

      

第３款 設備に関する基準 

第４７条 指定介護予防通所型サービス事

業所は、食堂、機能訓練室、静養室、相

談室及び事務室を有するほか、消火設備

その他の非常災害に際して必要な設備並

びに指定介護予防通所型サービス事業に

係るサービスの提供に必要なその他の設

備及び備品等を備えなければならない。 

２ （略） 



 

３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定

第１号通所事業の用に供するものでなけ

ればならない。ただし、利用者に対する

指定第１号通所事業に係るサービスの提

供に支障がない場合は、この限りでない。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

４ 指定第１号通所事業者が指定通所介護

事業者の指定を併せて受け、かつ、指定

第１号通所事業と指定通所介護 の事業

とが同一の事業所において一体的に運営

されている場合については、指定居宅サ

ービス等基準第９５条第１項から第３項

まで に規定する設備に関する基準を満

たすことをもって、前３項に規定する基

準を満たしているものとみなすことがで

きる。 

 

 

 

第４節 運営に関する基準 

       

（利用料の受領） 

第４８条 指定第１号通所事業者は、法定

代理受領サービスに該当する指定第１号

通所事業に係るサービスを提供した際に

は、その利用者から利用料の一部として、

当該指定第１号通所事業に係るサービス

に係る第１号事業費用基準額から当該指

定第１号通所事業者に支払われる第１号

事業支給費の額を控除して得た額の支払

を受けるものとする。 

 

２ 指定第１号通所事業者は、法定代理受

領サービスに該当しない指定第１号通所

３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定

介護予防通所型サービス事業の用に供す

るものでなければならない。ただし、利

用者に対する指定介護予防通所型サービ

ス事業に係るサービスの提供に支障がな

い場合は、この限りでない。 

４ 前項ただし書の場合（指定介護予防通

所型サービス事業者が第１項に掲げる設

備を利用し、夜間及び深夜に指定介護予

防通所型サービス事業に係るサービス以

外のサービスを提供する場合に限る。）に

は、当該サービスの内容を当該サービス

の提供の開始前に市長に届け出るものと

する。 

５ 指定介護予防通所型サービス事業者が

指定通所介護事業者の指定を併せて受

け、かつ、指定介護予防通所型サービス

事業と指定通所介護又は指定地域密着型

通所介護の事業とが同一の事業所におい

て一体的に運営されている場合について

は、指定居宅サービス等基準第９５条第

１項から第３項まで又は指定地域密着型

サービス基準省令第２２条第１項から第

３項までに規定する設備に関する基準を

満たすことをもって、前各項に規定する

基準を満たしているものとみなすことが

できる。 

      

第４款 運営に関する基準 

（利用料の受領） 

第４８条 指定介護予防通所型サービス事

業者は、法定代理受領サービスに該当す

る指定介護予防通所型サービス事業に係

るサービスを提供した際には、その利用

者から利用料の一部として、当該指定介

護予防通所型サービス事業に係るサービ

スに係る第１号事業費用基準額から当該

指定介護予防通所型サービス事業者に支

払われる第１号事業支給費の額を控除し

て得た額の支払を受けるものとする。 

２ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、法定代理受領サービスに該当しない



 

事業に係るサービスを提供した際にその

利用者から支払を受ける利用料の額と、

指定第１号通所事業に係るサービスに係

る第１号事業費用基準額との間に、不合

理な差額が生じないようにしなければな

らない。 

 

３ 指定第１号通所事業者は、前２項の支

払を受ける額のほか、次に掲げる費用の

額の支払を利用者から受けることができ

る。 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、指定第

１号通所事業に係るサービスの提供に

おいて提供される便宜のうち、日常生

活においても通常必要となるものに係

る費用であって、その利用者に負担さ

せることが適当と認められる費用 

 

４ （略） 

５ 指定第１号通所事業者は、第３項の費

用の額に係るサービスの提供に当たって

は、あらかじめ、利用者又はその家族に

対し、当該サービスの内容及び費用につ

いて説明を行い、利用者の同意を得なけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（運営規程） 

第４９条 指定第１号通所事業者は、指定

第１号通所事業所ごとに、次に掲げる事

指定介護予防通所型サービス事業に係る

サービスを提供した際にその利用者から

支払を受ける利用料の額と、指定介護予

防通所型サービス事業に係るサービスに

係る第１号事業費用基準額との間に、不

合理な差額が生じないようにしなければ

ならない。 

３ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、前２項の支払を受ける額のほか、次

に掲げる費用の額の支払を利用者から受

けることができる。 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、指定介

護予防通所型サービス事業に係るサー

ビスの提供において提供される便宜の

うち、日常生活においても通常必要と

なるものに係る費用であって、その利

用者に負担させることが適当と認めら

れる費用 

４ （略） 

５ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、第３項の費用の額に係るサービスの

提供に当たっては、あらかじめ、利用者

又はその家族に対し、当該サービスの内

容及び費用について説明を行い、利用者

の同意を得なければならない。 

（管理者の責務） 

第４８条の２ 指定介護予防通所型サービ

ス事業所の管理者は、指定介護予防通所

型サービス事業所の従業者の管理及び指

定介護予防通所型サービス事業の利用の

申込みに係る調整、業務の実施状況の把

握その他の管理を一元的に行うものとす

る。  

２ 指定介護予防通所型サービス事業所の

管理者は、当該指定介護予防通所型サー

ビス事業所の従業者にこの款及び次款の

規定を遵守させるため必要な指揮命令を

行うものとする。 

（運営規程） 

第４９条 指定介護予防通所型サービス事

業者は、指定介護予防通所型サービス事



 

業の運営についての重要事項に関する規

程を定めておかなければならない。 

 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 指定第１号通所事業の利用定員 

 

⑸ 指定第１号通所事業の内容及び利用

料その他の費用の額 

⑹～⑽ （略） 

（勤務体制の確保等） 

第５０条 指定第１号通所事業者は、利用

者に対し適切な指定第１号通所事業に係

るサービスを提供できるよう、指定第１

号通所事業所ごとに従業者の勤務の体制

を定めておかなければならない。 

 

２ 指定第１号通所事業者は、指定第１号

通所事業所ごとに、当該指定第１号通所

事業所の従業者によって指定第１号通所

事業に係るサービスを提供しなければな

らない。ただし、利用者の処遇に直接影

響を及ぼさない業務については、この限

りでない。 

 

３ 指定第１号通所事業者は、指定第１号

通所事業従業者の資質の向上のために、

その研修の機会を確保しなければならな

い。 

（定員の遵守） 

第５１条 指定第１号通所事業者は、利用

定員を超えて指定第１号通所事業に係る

サービスの提供を行ってはならない。た

だし、災害その他のやむを得ない事情が

ある場合は、この限りでない。 

 

（非常災害対策） 

第５２条 指定第１号通所事業者は、非常

災害に関する具体的計画を立て、非常災

害時の関係機関への通報及び連携体制を

整備し、それらを定期的に従業者に周知

するとともに、定期的に避難、救出その

他必要な訓練を行わなければならない。 

業所ごとに、次に掲げる事業の運営につ

いての重要事項に関する規程を定めてお

かなければならない。 

⑴～⑶ 

⑷ 指定介護予防通所型サービス事業の

利用定員 

⑸ 指定介護予防通所型サービス事業の

内容及び利用料その他の費用の額 

⑹～⑽ （略） 

（勤務体制の確保等） 

第５０条 指定介護予防通所型サービス事

業者は、利用者に対し適切な指定介護予

防通所型サービス事業に係るサービスを

提供できるよう、指定介護予防通所型サ

ービス事業所ごとに従業者の勤務の体制

を定めておかなければならない。 

２ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、指定介護予防通所型サービス事業所

ごとに、当該指定介護予防通所型サービ

ス事業所の従業者によって指定介護予防

通所型サービス事業に係るサービスを提

供しなければならない。ただし、利用者

の処遇に直接影響を及ぼさない業務につ

いては、この限りでない。 

３ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、指定介護予防通所型サービス事業従

業者の資質の向上のために、その研修の

機会を確保しなければならない。 

（定員の遵守） 

第５１条 指定介護予防通所型サービス事

業者は、利用定員を超えて指定介護予防

通所型サービス事業に係るサービスの提

供を行ってはならない。ただし、災害そ

の他のやむを得ない事情がある場合は、

この限りでない。 

（非常災害対策） 

第５２条 指定介護予防通所型サービス事

業者は、非常災害に関する具体的計画を

立て、非常災害時の関係機関への通報及

び連携体制を整備し、それらを定期的に

従業者に周知するとともに、定期的に避

難、救出その他必要な訓練を行わなけれ



 

 

（衛生管理等） 

第５３条 指定第１号通所事業者は、利用

者の使用する施設、食器その他の設備又

は飲用に供する水について、衛生的な管

理に努め、又は衛生上必要な措置を講じ

なければならない。 

２ 指定第１号通所事業者は、当該指定第

１号通所事業所において感染症が発生

し、又はまん延しないように必要な措置

を講ずるよう努めなければならない。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（記録の整備） 

第５４条 指定第１号通所事業者は、従業

者、設備、備品及び会計に関する諸記録

を整備しておかなければならない。 

 

ばならない。 

（衛生管理等） 

第５３条 指定介護予防通所型サービス事

業者は、利用者の使用する施設、食器そ

の他の設備又は飲用に供する水につい

て、衛生的な管理に努め、又は衛生上必

要な措置を講じなければならない。 

２ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、当該指定介護予防通所型サービス事

業所において感染症が発生し、又はまん

延しないように必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第５３条の２ 指定介護予防通所型サービ

ス事業者は、利用者に対する指定介護予

防通所型サービス事業に係るサービスの

提供により事故が発生した場合は、本市、

当該利用者の家族、当該利用者に係る第

１号介護予防支援事業者等に連絡を行う

とともに、必要な措置を講じなければな

らない。 

２ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、前項の事故の状況及び事故に際して

採った処置について記録しなければなら

ない。 

３ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、利用者に対する指定介護予防通所型

サービス事業に係るサービスの提供によ

り賠償すべき事故が発生した場合は、損

害賠償を速やかに行わなければならな

い。 

４ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、第４７条第４項の指定介護予防通所

型サービス事業に係るサービス以外のサ

ービスの提供により事故が発生した場合

は、第１項及び第２項の規定に準じた必

要な措置を講じなければならない。 

（記録の整備） 

第５４条 指定介護予防通所型サービス事

業者は、従業者、設備、備品及び会計に

関する諸記録を整備しておかなければな

らない。 



 

２ 指定第１号通所事業者は、利用者に対

する指定第１号通所事業に係るサービス

の提供に関する次に掲げる記録を整備

し、その完結の日から２年間（第１号、

第２号及び第６号に掲げる記録にあって

は、５年間）保存しなければならない。 

 

⑴ 指定第１号通所事業計画 

⑵～⑹ （略） 

（準用） 

第５５条 第９条から第１８条まで、第 

２０条、第２２条、第２４条、第２５条、

第３１条から第３８条まで 及び第４０

条の規定は、指定第１号通所事業につい

て準用する。この場合において、第９条

及び第３１条中「第２７条」とあるのは

「第４９条」と、「訪問介護員等」とある

のは「指定第１号通所事業従業者」と、

第２５条中「訪問介護員等」とあるのは

「指定第１号通所事業従業者」と、第 

４０条中「指定第１号訪問事業者」とあ

るのは「指定第１号通所事業者」と読み

替えるものとする。 

 

第５節 介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基

準 

       

 

 

（指定第１号通所事業の基本取扱方針） 

 

第５６条 指定第１号通所事業は、利用者

の介護予防に資するよう、その目標を設

定し、計画的に行われなければならない。 

 

２ 指定第１号通所事業者は、自らその提

供する指定第１号通所事業に係るサービ

スの質の評価を行うとともに、主治の医

師又は歯科医師とも連携を図りつつ、常

にその改善を図らなければならない。 

 

２ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、利用者に対する指定介護予防通所型

サービス事業に係るサービスの提供に関

する次に掲げる記録を整備し、その完結

の日から２年間（第１号、第２号及び第

６号に掲げる記録にあっては、５年間）

保存しなければならない。 

⑴ 指定介護予防通所型サービス計画 

⑵～⑹ （略） 

（準用） 

第５５条 第９条から第１８条まで、第 

２０条、第２２条、第２４条、第２５条、

第３１条から第３６条まで、第３８条及

び第４０条の規定は、指定介護予防通所

型サービス事業について準用する。この

場合において、第９条及び第３１条中「第

２７条」とあるのは「第４９条」と、「訪

問介護員等」とあるのは「指定介護予防

通所型サービス事業従業者」と、第２５

条中「訪問介護員等」とあるのは「指定

介護予防通所型サービス事業従業者」と、

第４０条中「指定第１号訪問事業者」と

あるのは「指定介護予防通所型サービス

事業者」と読み替えるものとする。 

      

 

 

第５款 介護予防のための効果

的な支援の方法に関す

る基準 

（指定介護予防通所型サービス事業の基

本取扱方針） 

第５６条 指定介護予防通所型サービス事

業は、利用者の介護予防に資するよう、

その目標を設定し、計画的に行われなけ

ればならない。 

２ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、自らその提供する指定介護予防通所

型サービス事業に係るサービスの質の評

価を行うとともに、主治の医師又は歯科

医師とも連携を図りつつ、常にその改善

を図らなければならない。 



 

３ 指定第１号通所事業者は、指定第１号

通所事業に係るサービスの提供に当た

り、単に利用者の運動器の機能の向上、

栄養状態の改善、口腔機能の向上等の特

定の心身機能に着目した改善等を目的と

するものではなく、当該心身機能の改善

等を通じて、利用者ができる限り要介護

状態とならないで自立した日常生活を営

むことができるよう支援することを目的

とするものであることを常に意識してサ

ービスの提供に当たらなければならな

い。 

４ 指定第１号通所事業者は、利用者がそ

の有する能力を最大限活用することがで

きるような方法によるサービスの提供に

努めなければならない。 

５ 指定第１号通所事業者は、指定第１号

通所事業に係るサービスの提供に当た

り、利用者とのコミュニケーションを十

分に図ることその他の様々な方法によ

り、利用者が主体的に事業に参加するよ

う適切な働きかけに努めなければならな

い。 

（指定第１号通所事業の具体的取扱方

針） 

第５７条 指定第１号通所事業の方針は、

第４４条に規定する基本方針及び前条に

規定する基本取扱方針に基づき、次に掲

げるところによるものとする。 

 

⑴ 指定第１号通所事業に係るサービス

の提供に当たっては、主治の医師又は

歯科医師からの情報伝達やサービス担

当者会議を通じる等の適切な方法によ

り、利用者の心身の状況、その置かれ

ている環境等利用者の日常生活全般の

状況の的確な把握を行うこと。 

 

⑵ 指定第１号通所事業所の管理者は、

前号に規定する利用者の日常生活全般

の状況及び希望を踏まえて、指定第１

号通所事業の目標、当該目標を達成す

３ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、指定介護予防通所型サービス事業に

係るサービスの提供に当たり、単に利用

者の運動器の機能の向上、栄養状態の改

善、口腔機能の向上等の特定の心身機能

に着目した改善等を目的とするものでは

なく、当該心身機能の改善等を通じて、

利用者ができる限り要介護状態とならな

いで自立した日常生活を営むことができ

るよう支援することを目的とするもので

あることを常に意識してサービスの提供

に当たらなければならない。 

４ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、利用者がその有する能力を最大限活

用することができるような方法によるサ

ービスの提供に努めなければならない。 

５ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、指定介護予防通所型サービス事業に

係るサービスの提供に当たり、利用者と

のコミュニケーションを十分に図ること

その他の様々な方法により、利用者が主

体的に事業に参加するよう適切な働きか

けに努めなければならない。 

（指定介護予防通所型サービス事業の具

体的取扱方針） 

第５７条 指定介護予防通所型サービス事

業の方針は、第４４条に規定する基本方

針及び前条に規定する基本取扱方針に基

づき、次に掲げるところによるものとす

る。 

⑴ 指定介護予防通所型サービス事業に

係るサービスの提供に当たっては、主

治の医師又は歯科医師からの情報伝達

やサービス担当者会議を通じる等の適

切な方法により、利用者の心身の状況、

その置かれている環境等利用者の日常

生活全般の状況の的確な把握を行うこ

と。 

⑵ 指定介護予防通所型サービス事業所

の管理者は、前号に規定する利用者の

日常生活全般の状況及び希望を踏まえ

て、指定介護予防通所型サービス事業



 

るための具体的なサービスの内容、サ

ービスの提供を行う期間等を記載した

指定第１号通所事業計画を作成するこ

と。 

 

⑶ 指定第１号通所事業計画は、既に第

１号事業サービス計画等が作成されて

いる場合は、当該第１号事業サービス

計画等の内容に沿って作成しなければ

ならないこと。 

⑷ 指定第１号通所事業所の管理者は、

指定第１号通所事業計画の作成に当た

っては、その内容について利用者又は

その家族に対して説明し、利用者の同

意を得なければならないこと。 

 

⑸ 指定第１号通所事業所の管理者は、

指定第１号通所事業計画を作成した際

には、当該指定第１号通所事業計画を

利用者に交付しなければならないこ

と。 

⑹ 指定第１号通所事業に係るサービス

の提供に当たっては、指定第１号通所

事業計画に基づき、利用者が日常生活

を営むのに必要な支援を行うこと。 

 

⑺ 指定第１号通所事業に係るサービス

の提供に当たっては、懇切丁寧に行う

ことを旨とし、利用者又はその家族に

対し、サービスの提供方法等について、

理解しやすいように説明を行うこと。 

 

⑻ 指定第１号通所事業に係るサービス

の提供に当たっては、介護技術の進歩

に対応し、適切な介護技術をもってサ

ービスの提供を行うこと。 

 

⑼ 指定第１号通所事業所の管理者は、

指定第１号通所事業計画に基づくサー

ビスの提供の開始時から、少なくとも

１月に１回は、当該指定第１号通所事

業計画に係る利用者の状態、当該利用

の目標、当該目標を達成するための具

体的なサービスの内容、サービスの提

供を行う期間等を記載した指定介護予

防通所型サービス計画を作成するこ

と。 

⑶ 指定介護予防通所型サービス計画

は、既に第１号事業サービス計画等が

作成されている場合は、当該第１号事

業サービス計画等の内容に沿って作成

しなければならないこと。 

⑷ 指定介護予防通所型サービス事業所

の管理者は、指定介護予防通所型サー

ビス計画の作成に当たっては、その内

容について利用者又はその家族に対し

て説明し、利用者の同意を得なければ

ならないこと。 

⑸ 指定介護予防通所型サービス事業所

の管理者は、指定介護予防通所型サー

ビス計画を作成した際には、当該指定

介護予防通所型サービス計画を利用者

に交付しなければならないこと。 

⑹ 指定介護予防通所型サービス事業に

係るサービスの提供に当たっては、指

定介護予防通所型サービス計画に基づ

き、利用者が日常生活を営むのに必要

な支援を行うこと。 

⑺ 指定介護予防通所型サービス事業に

係るサービスの提供に当たっては、懇

切丁寧に行うことを旨とし、利用者又

はその家族に対し、サービスの提供方

法等について、理解しやすいように説

明を行うこと。 

⑻ 指定介護予防通所型サービス事業に

係るサービスの提供に当たっては、介

護技術の進歩に対応し、適切な介護技

術をもってサービスの提供を行うこ

と。 

⑼ 指定介護予防通所型サービス事業所

の管理者は、指定介護予防通所型サー

ビス計画に基づくサービスの提供の開

始時から、少なくとも１月に１回は、

当該指定介護予防通所型サービス計画



 

者に対するサービスの提供状況等につ

いて、当該サービスの提供に係る第１

号事業サービス計画等を作成した第１

号介護予防支援事業者等に報告すると

ともに、当該指定第１号通所事業計画

に記載したサービスの提供を行う期間

が終了するまでに、少なくとも１回は、

当該指定第１号通所事業計画の実施状

況の把握（以下この条において「モニ

タリング」という。）を行うこと。 

 

 

⑽ 指定第１号通所事業所の管理者は、

モニタリングの結果を記録し、当該記

録を当該サービスの提供に係る第１号

事業サービス計画等を作成した第１号

介護予防支援事業者等に報告しなけれ

ばならないこと。 

⑾ 指定第１号通所事業所の管理者は、

モニタリングの結果を踏まえ、必要に

応じて指定第１号通所事業計画の変更

を行うこと。この場合においては、前

各号の規定を準用する。 

 

（指定第１号通所事業に係るサービスの

提供に当たっての留意点） 

第５８条 指定第１号通所事業に係るサー

ビスの提供に当たっては、介護予防の効

果を最大限高める観点から、次に掲げる

事項に留意しながら行わなければならな

い。 

⑴ 指定第１号通所事業者は、サービスの

提供に当たり、第１号事業サービス計画

等の作成に当たって行われるアセスメン

トにおいて把握された課題、指定第１号

通所事業に係るサービスの提供による当

該課題に係る改善状況等を踏まえつつ、

効率的かつ柔軟なサービスの提供に努め

ること。 

⑵ 指定第１号通所事業者は、運動器機能

向上サービス、栄養改善サービス又は口

腔機能向上サービスを提供するに当たっ

に係る利用者の状態、当該利用者に対

するサービスの提供状況等について、

当該サービスの提供に係る第１号事業

サービス計画等を作成した第１号介護

予防支援事業者等に報告するととも

に、当該指定介護予防通所型サービス

計画に記載したサービスの提供を行う

期間が終了するまでに、少なくとも１

回は、当該指定介護予防通所型サービ

ス計画の実施状況の把握（以下この条

において「モニタリング」という。）を

行うこと。 

⑽ 指定介護予防通所型サービス事業所

の管理者は、モニタリングの結果を記

録し、当該記録を当該サービスの提供

に係る第１号事業サービス計画等を作

成した第１号介護予防支援事業者等に

報告しなければならないこと。 

⑾ 指定介護予防通所型サービス事業所

の管理者は、モニタリングの結果を踏

まえ、必要に応じて指定介護予防通所

型サービス計画の変更を行うこと。こ

の場合においては、前各号の規定を準

用する。 

（指定介護予防通所型サービス事業に係

るサービスの提供に当たっての留意点） 

第５８条 指定介護予防通所型サービス事

業に係るサービスの提供に当たっては、

介護予防の効果を最大限高める観点か

ら、次に掲げる事項に留意しながら行わ

なければならない。 

⑴ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、サービスの提供に当たり、第１号事

業サービス計画等の作成に当たって行わ

れるアセスメントにおいて把握された課

題、指定介護予防通所型サービス事業に

係るサービスの提供による当該課題に係

る改善状況等を踏まえつつ、効率的かつ

柔軟なサービスの提供に努めること。 

⑵ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、運動器機能向上サービス、栄養改善

サービス又は口腔機能向上サービスを提



 

ては、国内外の文献等において有効性が

確認されている等の適切なものとするこ

と。 

⑶ 指定第１号通所事業者は、サービスの

提供に当たり、利用者が虚弱な高齢者で

あることに十分に配慮し、利用者に危険

が伴うような強い負荷を伴うサービスの

提供は行わないとともに、次条に規定す

る安全管理体制等の確保を図ること等を

通じて、利用者の安全面に最大限配慮す

ること。 

（安全管理体制等の確保） 

第５９条 指定第１号通所事業者は、サー

ビスの提供を行っているときに利用者に

病状の急変等が生じた場合に備え、緊急

時マニュアル等を作成し、その事業所内

の従業者に周知徹底を図るとともに、速

やかに主治の医師への連絡を行えるよ

う、緊急時の連絡方法をあらかじめ定め

ておかなければならない。 

２ 指定第１号通所事業者は、サービスの

提供に当たり、転倒等を防止するための

環境整備に努めなければならない。 

 

３ 指定第１号通所事業者は、サービスの

提供に当たり、事前に脈拍や血圧等を測

定する等利用者の当日の体調を確認する

とともに、無理のない適度なサービスの

内容とするよう努めなければならない。 

 

４ 指定第１号通所事業者は、サービスの

提供を行っているときにおいても、利用

者の体調の変化に常に気を配り、病状の

急変等が生じた場合その他必要な場合に

は、速やかに主治の医師への連絡を行う

等の必要な措置を講じなければならな

い。 

 

 

供するに当たっては、国内外の文献等に

おいて有効性が確認されている等の適切

なものとすること。 

⑶ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、サービスの提供に当たり、利用者が

虚弱な高齢者であることに十分に配慮

し、利用者に危険が伴うような強い負荷

を伴うサービスの提供は行わないととも

に、次条に規定する安全管理体制等の確

保を図ること等を通じて、利用者の安全

面に最大限配慮すること。 

（安全管理体制等の確保） 

第５９条 指定介護予防通所型サービス事

業者は、サービスの提供を行っていると

きに利用者に病状の急変等が生じた場合

に備え、緊急時マニュアル等を作成し、

その事業所内の従業者に周知徹底を図る

とともに、速やかに主治の医師への連絡

を行えるよう、緊急時の連絡方法をあら

かじめ定めておかなければならない。 

２ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、サービスの提供に当たり、転倒等を

防止するための環境整備に努めなければ

ならない。 

３ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、サービスの提供に当たり、事前に脈

拍や血圧等を測定する等利用者の当日の

体調を確認するとともに、無理のない適

度なサービスの内容とするよう努めなけ

ればならない。 

４ 指定介護予防通所型サービス事業者

は、サービスの提供を行っているときに

おいても、利用者の体調の変化に常に気

を配り、病状の急変等が生じた場合その

他必要な場合には、速やかに主治の医師

への連絡を行う等の必要な措置を講じな

ければならない。 

第２節 指定基準緩和通所型サー

ビス事業に関する基準 

（従業者の員数） 

第６０条 規則別表第１号通所事業の項第

２号に規定する事業（以下「基準緩和通



 

所型サービス事業」という。）を行う者と

して指定を受けた者（以下「指定基準緩

和通所型サービス事業者」という。）が行

う当該指定に係る基準緩和通所型サービ

ス事業（以下「指定基準緩和通所型サー

ビス事業」という。）を行う事業所（以下

「指定基準緩和通所型サービス事業所」

という。）ごとに置くべき従業者は、介護

職員とする。この場合において、介護職

員の員数は、指定基準緩和通所型サービ

ス事業に係るサービスの単位ごとに、当

該指定基準緩和通所型サービス事業に係

るサービスを提供している時間帯に介護

職員（専ら当該指定基準緩和通所型サー

ビス事業に係るサービスの提供に当たる

者に限る。）が勤務している時間数の合計

数を当該指定基準緩和通所型サービス事

業に係るサービスを提供している時間数

で除して得た数が利用者（当該指定基準

緩和通所型サービス事業者が指定基準緩

和通所型サービス事業と指定介護予防通

所型サービス事業、指定通所介護又は指

定地域密着型通所介護を同一の事業所に

おいて一体的に運営している場合にあっ

ては、当該事業所における指定基準緩和

通所型サービス事業、指定介護予防通所

型サービス事業、指定通所介護又は指定

地域密着型通所介護に係るサービスの利

用者。以下この条及び第６２条において

同じ。）の数が１５人までの場合にあって

は１以上、 １５人を超える場合にあっ

ては１５人を超える部分の数を５で除し

て得た数に１を加えた数以上確保される

ために必要と認められる数  

２ 指定基準緩和通所型サービス事業者

は、指定基準緩和通所型サービス事業の

単位ごとに、前項の介護職員を、常時１

人以上当該指定基準緩和通所型サービス

事業に従事させなければならない。  

３ 第１項の規定にかかわらず、介護職員

は、利用者の処遇に支障がない場合は、

他の指定基準緩和通所型サービス事業の



 

単位の介護職員として従事することがで

きるものとする。  

４ 前３項の指定基準緩和通所型サービス

事業の単位は、指定基準緩和通所型サー

ビス事業であってその提供が同時に１又

は複数の利用者に対して一体的に行われ

るものをいうものとする。  

５ 指定基準緩和通所型サービス事業と指

定介護予防通所型サービス事業、指定通

所介護又は指定地域密着型通所介護と

が、同一の事業者により同一の事業所に

おいて一体的に運営されている場合につ

いては、当該指定介護予防通所型サービ

ス事業、指定通所介護又は指定地域密着

型通所介護の人員に関する基準を満たす

ことをもって、前各項に規定する基準を

満たしているものとみなすことができ

る。  

（管理者）  

第６１条 指定基準緩和通所型サービス事

業所は、専らその職務に従事する管理者

を置かなければならない。ただし、指定

基準緩和通所型サービス事業所の管理上

支障がない場合は、当該指定基準緩和通

所型サービス事業所の他の職務に従事

し、又は同一敷地内にある他の事業所、

施設等の職務に従事することができるも

のとする。  

２ 指定基準緩和通所型サービス事業者

は、前項の管理者となる者が居宅サービ

ス等のいずれのサービスにも従事したこ

とがない者である場合には、当該管理者

となる者に対し、高齢者の心身の特性、

接遇、緊急時の対応、個人情報の取扱い、

その他指定基準緩和通所型サービスの提

供に必要となる事項について、あらかじ

め研修を行わなければならない。 

（設備及び備品等）  

第６２条 指定基準緩和通所型サービス事

業所には、居間を確保するとともに、消

火設備その他の非常災害に際して必要な

設備並びに指定基準緩和通所型サービス



 

事業に係るサービスの提供に必要なその

他の設備及び備品等を備えなければなら

ない。  

２ 居間は、単位ごとの利用者及び従業者

が一堂に会することができる広さを有す

るものとする。ただし、居間で四肢を動

作させる機能訓練を実施する場合には、

３平方メートルに当該指定基準緩和通所

型サービス事業所の利用定員（当該指定

基準緩和通所型サービス事業所において

同時に指定基準緩和通所型サービス事業

に係るサービスの提供を受けることがで

きる利用者の数の上限をいう。）を乗じて

得た面積以上とすること。 

３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定

基準緩和通所型サービス事業の用に供す

るものでなければならない。ただし、利

用者に対する指定基準緩和通所型サービ

ス事業に係るサービスの提供に支障がな

い場合は、この限りでない。 

４ 前項ただし書の場合（指定基準緩和通

所型サービス事業者が第１項に掲げる設

備を利用し、夜間及び深夜に指定基準緩

和通所型サービス事業に係るサービス以

外のサービスを提供する場合に限る。）に

は、当該サービスの内容を当該サービス

の提供の開始前に市長に届け出るものと

する。 

５ 指定基準緩和通所型サービス事業と指

定介護予防通所型サービス事業、指定通

所介護又は指定地域密着型通所介護と

が、同一の事業者により同一の事業所に

おいて一体的に運営される場合について

は、前節第３款に定める当該指定介護予

防通所型サービス事業の設備に関する基

準、指定居宅サービス等基準第７章第３

節に定める指定通所介護に係る設備に関

する基準又は指定地域密着型サービス基

準省令第２章の２第３節に定める指定地

域密着型通所介護に係る設備に関する基

準を満たすことをもって、前各項に規定

する基準を満たしているものとみなすこ



 

とができる。 

（準用） 

第６３条 第９条から第１８条まで、第 

２０条から第２２条まで、第２４条、第

２５条、第３１条から第３６条まで、第

３８条、第４０条、第４４条並びに前節

第４款（第５５条を除く。）及び第５款の

規定は、指定基準緩和通所型サービス事

業について準用する。この場合において、

第９条第１項及び第３１条中「第２７条」

とあるのは「第６３条において準用する

第４９条」と、「訪問介護員等」とあるの

は「指定基準緩和通所型サービス事業従

業者」と、第５４条第２項第１号中「指

定介護予防通所型サービス計画」とある

のは「指定基準緩和通所型サービス計画」

と読み替えるものとする。 

附 則 

 この基準は、平成２９年３月１日から施行する。 

 


